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【表紙】 

【提出書類】 臨時報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2021年6月21日 

【会社名】 株式会社ゆうちょ銀行 

【英訳名】 JAPAN POST BANK Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役兼代表執行役社長 池田 憲人 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号 

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は下記の場所で

行っております。） 

【電話番号】 03-3477-0111（代表） 

【事務連絡者氏名】 広報部長 南迫 康弘 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区大手町二丁目３番１号 

【電話番号】 03-3477-1654 

【事務連絡者氏名】 広報部長 南迫 康弘 

【縦覧に供する場所】 ※株式会社ゆうちょ銀行札幌支店 

（北海道札幌市中央区北二条西四丁目３番地） 

※株式会社ゆうちょ銀行仙台支店 

（宮城県仙台市青葉区一番町一丁目３番３号） 

 株式会社ゆうちょ銀行さいたま支店 

（埼玉県さいたま市南区別所七丁目１番12号） 

※株式会社ゆうちょ銀行長野支店 

（長野県長野市南県町1085番地４） 

※株式会社ゆうちょ銀行金沢支店 

（石川県金沢市三社町１番１号） 

 株式会社ゆうちょ銀行名古屋支店 

（愛知県名古屋市中区大須三丁目１番10号） 

 株式会社ゆうちょ銀行大阪支店 

（大阪府大阪市北区梅田一丁目３番１号） 

※株式会社ゆうちょ銀行広島支店 

（広島県広島市中区基町６番36号） 

※株式会社ゆうちょ銀行松山支店 

（愛媛県松山市三番町三丁目５番地２） 
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※株式会社ゆうちょ銀行熊本支店 

（熊本県熊本市中央区城東町１番１号） 

※株式会社ゆうちょ銀行那覇支店 

（沖縄県那覇市久茂地一丁目１番１号） 

株式会社 東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 （注）※印の支店は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所

ではありませんが、投資家の便宜のため縦覧に供する場所としてお

ります。 
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１【提出理由】 

当行は、2021年６月17日開催の第15期定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24

条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するも

のであります。 

２【報告内容】 

(1) 株主総会が開催された年月日 

2021年６月17日 

(2) 決議事項の内容 

議案 取締役12名選任の件 

池田 憲人、田中 進、増田 寛也、小野寺 敦子、池田 克朗、中鉢 良治、竹内 敬介、海輪 誠、 

粟飯原 理咲、河村 博、山本 謙三、漆 紫穂子の12名を取締役に選任するものであります。 

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並び

に当該決議の結果 

決議事項 
賛成数 
(個) 

反対数 
(個) 

棄権数 
(個) 

可決要件 
決議の結果及び

賛成割合 
(％) 

議案 

池田 憲人 

田中 進 

増田 寛也 

小野寺 敦子 

池田 克朗 

中鉢 良治 

竹内 敬介 

海輪 誠 

粟飯原 理咲 

河村 博 

山本 謙三 

漆 紫穂子 

35,755,341

35,864,232

35,860,320

35,870,132

35,867,701

35,854,609

35,994,429

35,989,192

36,008,021

36,005,334

36,004,642

36,005,329

286,066

174,897

178,804

171,273

171,428

184,520

44,701

49,938

33,390

33,796

34,488

36,082

626

2,907

2,907

626

2,907

2,907

2,907

2,907

626

2,907

2,907

626

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

(注1) 

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

可決 

99.20

99.50

99.49

99.52

99.51

99.47

99.86

99.85

99.90

99.89

99.89

99.89

(注1) 議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の 

    議決権の過半数の賛成による。 

(注2) 賛成割合は、小数点第３位以下を切り捨てて記載。 

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことにより、

決議事項の可決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない議

決権数は加算しておりません。 


